
平成 28 年 3 月 25 日 

 

 

 

 

有価証券報告書等の一部訂正について 

 

 

掲載している下記の有価証券報告書等の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、

添付資料（訂正報告書）のとおり訂正いたします。なお、訂正箇所は下線を付して表示しており

ます。 

 

 

記 

 

 

・平成 28 年 3 月期 第 2四半期報告書 

・平成 27 年 3 月期 有価証券報告書 

・平成 27 年 3 月期 第 2四半期報告書 

・平成 26 年 3 月期 有価証券報告書 

・平成 26 年 3 月期 第 2四半期報告書 

・平成 25 年 3 月期 有価証券報告書 

・平成 24 年 3 月期 有価証券報告書 

・平成 23 年 3 月期 有価証券報告書 

 

以 上 



【表紙】

【提出書類】 四半期報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第４項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【四半期会計期間】 第131期第２四半期(自平成27年７月１日 至平成27年９月30日)

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【電話番号】 (027)252－1111(大代表)

【事務連絡者氏名】 取締役総合企画部長 金 井 祐 二

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋二丁目３番21号

株式会社群馬銀行 東京事務所

【電話番号】 (03)3271－1801(代表)

【事務連絡者氏名】 東京事務所長 茂 木 和 拡

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

  (東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

  (埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

  (栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

  (大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注)  宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。



１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

平成27年11月24日に提出いたしました第131期第２四半期（自平成27年７月１日 至平成27年９月30日）四半期報告

書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため四半期報告書の訂正報告書を提出する

ものであります。

２ 【訂正事項】

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（自己資本比率の状況）

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は を付して表示しております。

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（自己資本比率の状況）

（参考）

＜略＞

連結自己資本比率（国際統一基準）

（訂正前）

（訂正後）

(単位：億円、％）

平成27年９月30日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.27

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.88

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.88

４ 連結における総自己資本の額 4,688

５ 連結におけるTier１資本の額 4,198

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 4,198

７ リスク・アセットの額 35,328

８ 連結総所要自己資本額 2,826

(単位：億円、％）

平成27年９月30日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.18

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.80

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.80

４ 連結における総自己資本の額 4,685

５ 連結におけるTier１資本の額 4,196

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 4,196

７ リスク・アセットの額 35,534

８ 連結総所要自己資本額 2,842



単体自己資本比率(国際統一基準)

（訂正前）

（訂正後）

(単位：億円、％）

平成27年９月30日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 12.83

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.48

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.48

４ 単体における総自己資本の額 4,470

５ 単体におけるTier１資本の額 3,998

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,998

７ リスク・アセットの額 34,818

８ 単体総所要自己資本額 2,785

(単位：億円、％）

平成27年９月30日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 12.75

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.41

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.41

４ 単体における総自己資本の額 4,467

５ 単体におけるTier１資本の額 3,996

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,996

７ リスク・アセットの額 35,024

８ 単体総所要自己資本額 2,801



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【会社名】 株式会社 群馬銀行 

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄 

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

  (東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

  (埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

  (栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

  (大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注)  宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当行代表取締役頭取 齋藤一雄は、当行の第131期第２四半期（自平成27年７月１日 至平成27年９月30日）の四半

期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。



【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【事業年度】 第130期(自平成26年４月１日 至平成27年３月31日)

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【電話番号】 (027)252－1111(大代表)

【事務連絡者氏名】 取締役総合企画部長 金 井 祐 二

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋二丁目３番21号

株式会社群馬銀行 東京事務所

【電話番号】 (03)3271－1801(代表)

【事務連絡者氏名】 東京事務所長 茂 木 和 拡

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

(東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

(埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

(栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

(大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注)  宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。



１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成27年６月24日に提出いたしました第130期（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）有価証券報告書の記載

事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。

２ 【訂正事項】

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（自己資本比率の状況）

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（財政状態に関する分析）

（３） 自己資本比率

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は を付して表示しております。

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（自己資本比率の状況）

（参考）

＜略＞

連結自己資本比率（国際統一基準）

（訂正前）

（訂正後）

(単位：億円、％）

平成27年３月31日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.45

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.82

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.82

４ 連結における総自己資本の額 4,750

５ 連結におけるTier１資本の額 4,176

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 4,176

７ リスク・アセットの額 35,307

８ 連結総所要自己資本額 2,824

(単位：億円、％）

平成27年３月31日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.37

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.76

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.76

４ 連結における総自己資本の額 4,746

５ 連結におけるTier１資本の額 4,173

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 4,173

７ リスク・アセットの額 35,485

８ 連結総所要自己資本額 2,838



単体自己資本比率(国際統一基準)

（訂正前）

（訂正後）

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（財政状態に関する分析）

（３） 自己資本比率

（訂正前）

バーゼルⅢに基づく連結総自己資本比率は13.45％となりました。

また、連結Tier１比率は11.82％、連結普通株式等Tier１比率は11.82％となりました。

（訂正後）

バーゼルⅢに基づく連結総自己資本比率は13.37％となりました。

また、連結Tier１比率は11.76％、連結普通株式等Tier１比率は11.76％となりました。

(単位：億円、％）

平成27年３月31日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 13.04

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.44

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.44

４ 単体における総自己資本の額 4,542

５ 単体におけるTier１資本の額 3,986

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,986

７ リスク・アセットの額 34,833

８ 単体総所要自己資本額 2,786

(単位：億円、％）

平成27年３月31日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 12.96

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.37

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.37

４ 単体における総自己資本の額 4,538

５ 単体におけるTier１資本の額 3,983

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,983

７ リスク・アセットの額 35,011

８ 単体総所要自己資本額 2,800

(単位：％)

平成26年３月期 平成26年９月期 平成27年３月期

連結総自己資本比率
（国際統一基準）

13.55 13.67 13.45

(単位：％)

平成26年３月期 平成26年９月期 平成27年３月期

連結総自己資本比率
（国際統一基準）

13.46 13.58 13.37



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第４項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【会社名】 株式会社 群馬銀行 

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄 

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

  (東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

  (埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

  (栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

  (大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注)  宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。



１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当行代表取締役頭取 齋藤一雄は、当行の第130期(自平成26年４月１日 至平成27年３月31日)の有価証券報告書の

訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。



【表紙】

【提出書類】 四半期報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第４項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【四半期会計期間】 第130期第２四半期（自平成26年７月１日 至平成26年９月30日）

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【電話番号】 (027)252－1111(大代表)

【事務連絡者氏名】 取締役総合企画部長 金 井 祐 二

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋二丁目３番21号

株式会社群馬銀行 東京事務所

【電話番号】 (03)3271－1801(代表)

【事務連絡者氏名】 東京事務所長 茂 木 和 拡

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

  (東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

  (埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

  (栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

  (大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注)  宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。



１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

平成26年11月20日に提出いたしました第130期第２四半期（自平成26年７月１日 至平成26年９月30日）四半期報告

書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため四半期報告書の訂正報告書を提出する

ものであります。

２ 【訂正事項】

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（自己資本比率の状況）

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は を付して表示しております。

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（自己資本比率の状況）

（参考）

＜略＞

連結自己資本比率（国際統一基準）

（訂正前）

（訂正後）

(単位：億円、％）

平成26年９月30日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.67

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.72

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.72

４ 連結における総自己資本の額 4,533

５ 連結におけるTier１資本の額 3,888

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 3,888

７ リスク・アセットの額 33,158

８ 連結総所要自己資本額 2,652

(単位：億円、％）

平成26年９月30日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.58

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.65

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.65

４ 連結における総自己資本の額 4,528

５ 連結におけるTier１資本の額 3,885

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 3,885

７ リスク・アセットの額 33,334

８ 連結総所要自己資本額 2,666



単体自己資本比率(国際統一基準)

（訂正前）

（訂正後）

(単位：億円、％）

平成26年９月30日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 13.26

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.35

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.35

４ 単体における総自己資本の額 4,339

５ 単体におけるTier１資本の額 3,714

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,714

７ リスク・アセットの額 32,716

８ 単体総所要自己資本額 2,617

(単位：億円、％）

平成26年９月30日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 13.17

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.28

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.28

４ 単体における総自己資本の額 4,334

５ 単体におけるTier１資本の額 3,711

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,711

７ リスク・アセットの額 32,892

８ 単体総所要自己資本額 2,631



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【会社名】 株式会社 群馬銀行 

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄 

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

  (東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

  (埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

  (栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

  (大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注)  宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当行代表取締役頭取 齋藤一雄は、当行の第130期第２四半期（自平成26年７月１日 至平成26年９月30日）の四半

期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。



【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【事業年度】 第129期(自平成25年４月１日 至平成26年３月31日)

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【電話番号】 (027)252－1111(大代表)

【事務連絡者氏名】 取締役総合企画部長 金 井 祐 二

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋二丁目３番21号

株式会社群馬銀行 東京事務所

【電話番号】 (03)3271－1801(代表)

【事務連絡者氏名】 東京事務所長 茂 木 和 拡

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

(東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

(埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

(栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

(大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注)  宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。



１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成26年６月25日に提出いたしました第129期（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）有価証券報告書の記載

事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。

２ 【訂正事項】

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（自己資本比率の状況）

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（財政状態に関する分析）

（３） 自己資本比率

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は を付して表示しております。

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（自己資本比率の状況）

（参考）

＜略＞

連結自己資本比率（国際統一基準）

（訂正前）

（訂正後）

(単位：億円、％）

平成26年３月31日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.55

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.82

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.82

４ 連結における総自己資本の額 4,341

５ 連結におけるTier１資本の額 3,786

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 3,786

７ リスク・アセットの額 32,019

８ 連結総所要自己資本額 2,561

(単位：億円、％）

平成26年３月31日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.46

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.74

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.74

４ 連結における総自己資本の額 4,336

５ 連結におけるTier１資本の額 3,783

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 3,783

７ リスク・アセットの額 32,209

８ 連結総所要自己資本額 2,576



単体自己資本比率(国際統一基準)

（訂正前）

（訂正後）

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（財政状態に関する分析）

（３） 自己資本比率

（訂正前）

バーゼルⅢに基づく連結総自己資本比率は13.55％となりました。

また、連結Tier１比率は11.82％、連結普通株式等Tier１比率は11.82％となりました。

（訂正後）

バーゼルⅢに基づく連結総自己資本比率は13.46％となりました。

また、連結Tier１比率は11.74％、連結普通株式等Tier１比率は11.74％となりました。

(単位：億円、％）

平成26年３月31日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 13.13

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.44

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.44

４ 単体における総自己資本の額 4,152

５ 単体におけるTier１資本の額 3,618

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,618

７ リスク・アセットの額 31,612

８ 単体総所要自己資本額 2,529

(単位：億円、％）

平成26年３月31日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 13.04

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.36

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.36

４ 単体における総自己資本の額 4,147

５ 単体におけるTier１資本の額 3,615

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,615

７ リスク・アセットの額 31,803

８ 単体総所要自己資本額 2,544

(単位：％)

平成25年３月期 平成25年９月期 平成26年３月期

連結総自己資本比率
（国際統一基準）

13.72 13.74 13.55

(単位：％)

平成25年３月期 平成25年９月期 平成26年３月期

連結総自己資本比率
（国際統一基準）

13.65 13.65 13.46



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第４項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【会社名】 株式会社 群馬銀行 

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄 

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

  (東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

  (埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

  (栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

  (大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注)  宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。



１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当行代表取締役頭取 齋藤一雄は、当行の第129期(自平成25年４月１日 至平成26年３月31日)の有価証券報告書の

訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。



                                    (注) 宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第４項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【四半期会計期間】 第129期第２四半期(自平成25年７月１日 至平成25年９月30日)

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【電話番号】 (027)252－1111(大代表)

【事務連絡者氏名】 取締役総合企画部長 金 井 祐 二

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋二丁目３番21号

株式会社群馬銀行 東京事務所

【電話番号】 (03)3271－1801(代表)

【事務連絡者氏名】 東京事務所長 茂 木 和 拡

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

(東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

(埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

(栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

(大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)



平成25年11月22日に提出いたしました第129期第２四半期(自平成25年７月１日 至平成25年９月30日)四半期報告書

の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため四半期報告書の訂正報告書を提出するも

のであります。

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（自己資本比率の状況）

訂正箇所は を付して表示しております。

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（自己資本比率の状況）

（参考）

＜略＞

連結自己資本比率(国際統一基準)

（訂正前）

（訂正後）

１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】

３ 【訂正箇所】

(単位：億円、％）

平成25年９月30日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.74

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.54

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.54

４ 連結における総自己資本の額 4,269

５ 連結におけるTier１資本の額 3,584

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 3,584

７ リスク・アセットの額 31,053

８ 連結総所要自己資本額 2,484

(単位：億円、％）

平成25年９月30日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.65

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.46

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.46

４ 連結における総自己資本の額 4,264

５ 連結におけるTier１資本の額 3,581

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 3,581

７ リスク・アセットの額 31,232

８ 連結総所要自己資本額 2,498



単体自己資本比率(国際統一基準)

（訂正前）

（訂正後）

(単位：億円、％）

平成25年９月30日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 13.32

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.16

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.16

４ 単体における総自己資本の額 4,085

５ 単体におけるTier１資本の額 3,423

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,423

７ リスク・アセットの額 30,665

８ 単体総所要自己資本額 2,453

(単位：億円、％）

平成25年９月30日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 13.22

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.09

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.09

４ 単体における総自己資本の額 4,080

５ 単体におけるTier１資本の額 3,420

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,420

７ リスク・アセットの額 30,844

８ 単体総所要自己資本額 2,467



                                        (注)  宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

  (東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

  (埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

  (栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

  (大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



当行代表取締役頭取 齋藤一雄は、当行の第129期第２四半期(自平成25年７月１日 至平成25年９月30日)の四半期

報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】



                                        (注) 宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【事業年度】 第128期(自平成24年４月１日 至平成25年３月31日)

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【電話番号】 (027)252－1111(大代表)

【事務連絡者氏名】 取締役総合企画部長 金 井 祐 二

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋二丁目３番21号

株式会社群馬銀行 東京事務所

【電話番号】 (03)3271－1801(代表)

【事務連絡者氏名】 東京事務所長 茂 木 和 拡

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

(東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

(埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

(栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

(大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)



平成25年６月25日に提出いたしました第128期（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）有価証券報告書の記載

事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（自己資本比率の状況）

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（財政状態に関する分析）

（３）自己資本比率

訂正箇所は を付して表示しております。

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（自己資本比率の状況）

（参考）

＜略＞

連結自己資本比率(国際統一基準)

（訂正前）

（訂正後）

１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】

３ 【訂正箇所】

(単位：億円、％）

平成25年３月31日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.72

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.62

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.62

４ 連結における総自己資本の額 4,132

５ 連結におけるTier１資本の額 3,499

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 3,499

７ リスク・アセットの額 30,109

８ 連結総所要自己資本額 2,408

(単位：億円、％）

平成25年３月31日

１ 連結総自己資本比率（４／７） 13.65

２ 連結Tier１比率（５／７） 11.56

３ 連結普通株式等Tier１比率（６／７） 11.56

４ 連結における総自己資本の額 4,128

５ 連結におけるTier１資本の額 3,497

６ 連結における普通株式等Tier１資本の額 3,497

７ リスク・アセットの額 30,228

８ 連結総所要自己資本額 2,418



単体自己資本比率(国際統一基準)

（訂正前）

（訂正後）

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（財政状態に関する分析）

（３）自己資本比率

（訂正前）

バーゼルⅢに基づく連結総自己資本比率は13.72％と高水準となりました。

また、連結Tier１比率は11.62％、連結普通株式等Tier１比率は11.62％となりました。

（訂正後）

バーゼルⅢに基づく連結総自己資本比率は13.65％と高水準となりました。

また、連結Tier１比率は11.56％、連結普通株式等Tier１比率は11.56％となりました。

(単位：億円、％）

平成25年３月31日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 13.33

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.28

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.28

４ 単体における総自己資本の額 3,961

５ 単体におけるTier１資本の額 3,352

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,352

７ リスク・アセットの額 29,707

８ 単体総所要自己資本額 2,376

(単位：億円、％）

平成25年３月31日

１ 単体総自己資本比率（４／７） 13.27

２ 単体Tier１比率（５／７） 11.23

３ 単体普通株式等Tier１比率（６／７） 11.23

４ 単体における総自己資本の額 3,958

５ 単体におけるTier１資本の額 3,350

６ 単体における普通株式等Tier１資本の額 3,350

７ リスク・アセットの額 29,825

８ 単体総所要自己資本額 2,386

(単位：％)

平成23年３月期 平成23年９月期 平成24年３月期 平成24年９月期
平成25年３月期

[バーゼルⅢベース]

連結(総)自己資本比率
（国際統一基準）

12.83 13.93 13.73 13.74 13.72

(単位：％)

平成23年３月期 平成23年９月期 平成24年３月期 平成24年９月期
平成25年３月期

[バーゼルⅢベース]

連結(総)自己資本比率
（国際統一基準）

12.70 13.77 13.60 13.64 13.65



                                        (注) 宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第４項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

  (東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

  (埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

  (栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

  (大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



当行代表取締役頭取 齋藤一雄は、当行の第128期(自平成24年４月１日 至平成25年３月31日)の有価証券報告書の

訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】



                                        (注) 宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【事業年度】 第127期(自平成23年４月１日 至平成24年３月31日)

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【電話番号】 (027)252－1111(大代表)

【事務連絡者氏名】 取締役総合企画部長 金 井 祐 二

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋二丁目３番21号

株式会社群馬銀行 東京事務所

【電話番号】 (03)3271－1801(代表)

【事務連絡者氏名】 東京事務所長 茂 木 和 拡

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

(東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

(埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

(栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

(大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)



平成24年６月26日に提出いたしました第127期（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日）有価証券報告書の記載

事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。

第一部 【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移

（２）当行の当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に係る主要な経営指標等の推移

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（自己資本比率の状況）

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（財政状態に関する分析）

（３）自己資本比率

訂正箇所は を付して表示しております。

第一部 【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移

(訂正前)

(訂正後)

（２）当行の当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に係る主要な経営指標等の推移

(訂正前)

(訂正後)

１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】

３ 【訂正箇所】

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

(自平成19年
４月１日

至平成20年
３月31日)

(自平成20年
４月１日

至平成21年
３月31日)

(自平成21年
４月１日

至平成22年
３月31日)

(自平成22年
４月１日

至平成23年
３月31日)

(自平成23年
４月１日

至平成24年
３月31日)

連結自己資本比率
（国際統一基準)

％ 11.89 11.26 12.40 12.83 13.73

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

(自平成19年
４月１日

至平成20年
３月31日)

(自平成20年
４月１日

至平成21年
３月31日)

(自平成21年
４月１日

至平成22年
３月31日)

(自平成22年
４月１日

至平成23年
３月31日)

(自平成23年
４月１日

至平成24年
３月31日)

連結自己資本比率
（国際統一基準)

％ 11.89 11.26 12.17 12.70 13.60

回次 第123期 第124期 第125期 第126期 第127期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

単体自己資本比率
（国際統一基準)

％ 11.60 10.92 12.01 12.42 13.27

回次 第123期 第124期 第125期 第126期 第127期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

単体自己資本比率
（国際統一基準)

％ 11.60 10.92 11.79 12.30 13.14



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（自己資本比率の状況）

（参考）

＜略＞

連結自己資本比率(国際統一基準）

（訂正前）

＜略＞

項目
平成23年３月31日 平成24年３月31日

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目
（Tier１）

資本金 48,652 48,652

うち非累積的永久優先株 ― ―

新株式申込証拠金 ― ―

資本剰余金 29,140 29,140

利益剰余金 247,262 259,170

自己株式(△) 165 169

自己株式申込証拠金 ― ―

社外流出予定額(△) 2,659 2,392

その他有価証券の評価差損(△) ― ―

為替換算調整勘定 △1,099 △1,189

新株予約権 ― ―

連結子法人等の少数株主持分 8,620 10,121

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ― ―

営業権相当額(△) ― ―

のれん相当額(△) ― ―
企業結合等により計上される無形固定資産相当額
（△）

― ―

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△） ― ―
期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額
（△）

1,924 1,050

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
（上記各項目の合計額）

― ―

繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

計 (Ａ) 327,826 342,282

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資
証券(注１)

― ―

補完的項目
（Tier２）

その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額
から帳簿価額の合計額を控除した額の45％

24,646 28,696

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の
差額の45％相当額

10,671 10,538

一般貸倒引当金 982 789

適格引当金が期待損失額を上回る額 ― ―

負債性資本調達手段等 ― ―

うち永久劣後債務(注２) ― ―

うち期限付劣後債務及び期限付優先株(注３) ― ―

計 36,300 40,025

うち自己資本への算入額 (Ｂ) 36,300 40,025

控除項目 控除項目(注４) (Ｃ) 3,057 2,147

自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 361,069 380,159

リスク・
アセット等

資産(オン・バランス)項目 2,566,333 2,537,137

オフ・バランス取引等項目 65,058 50,515

信用リスク・アセットの額 (Ｅ) 2,631,392 2,587,653

オペレーショナル・リスク相当額に係る額
((Ｇ／８％))

(Ｆ) 181,727 179,298

(参考)オペレーショナル・リスク相当額 (Ｇ) 14,538 14,343

信用リスク・アセット調整額 (Ｈ) ― ―

オペレーショナル・リスク相当額調整額 (Ｉ) ― ―

計((Ｅ)＋(Ｆ)＋(Ｈ)＋(Ｉ)) (Ｊ) 2,813,119 2,766,951

連結自己資本比率(国際統一基準)＝Ｄ／Ｊ×100(％) 12.83 13.73

(参考) Tier１比率＝Ａ／Ｊ×100(％) 11.65 12.37



（訂正後）

＜略＞

項目
平成23年３月31日 平成24年３月31日

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目
（Tier１）

資本金 48,652 48,652

うち非累積的永久優先株 ― ―

新株式申込証拠金 ― ―

資本剰余金 29,140 29,140

利益剰余金 247,262 259,170

自己株式(△) 165 169

自己株式申込証拠金 ― ―

社外流出予定額(△) 2,659 2,392

その他有価証券の評価差損(△) ― ―

為替換算調整勘定 △1,099 △1,189

新株予約権 ― ―

連結子法人等の少数株主持分 8,620 10,121

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ― ―

営業権相当額(△) ― ―

のれん相当額(△) ― ―

企業結合等により計上される無形固定資産相当額
（△）

― ―

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△） ― ―

期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額
（△）

2,168 1,300

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
（上記各項目の合計額）

― ―

繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

計 (Ａ) 327,583 342,032

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資
証券(注１)

― ―

補完的項目
（Tier２）

その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額
から帳簿価額の合計額を控除した額の45％

24,646 28,696

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の
差額の45％相当額

10,671 10,538

一般貸倒引当金 982 791

適格引当金が期待損失額を上回る額 ― ―

負債性資本調達手段等 ― ―

うち永久劣後債務(注２) ― ―

うち期限付劣後債務及び期限付優先株(注３) ― ―

計 36,299 40,026

うち自己資本への算入額 (Ｂ) 36,299 40,026

控除項目 控除項目(注４) (Ｃ) 3,301 2,397

自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 360,582 379,661

リスク・
アセット等

資産(オン・バランス)項目 2,586,513 2,556,866

オフ・バランス取引等項目 69,185 54,259

信用リスク・アセットの額 (Ｅ) 2,655,699 2,611,125

オペレーショナル・リスク相当額に係る額
((Ｇ／８％))

(Ｆ) 181,727 179,298

(参考)オペレーショナル・リスク相当額 (Ｇ) 14,538 14,343

信用リスク・アセット調整額 (Ｈ) ― ―

オペレーショナル・リスク相当額調整額 (Ｉ) ― ―

計((Ｅ)＋(Ｆ)＋(Ｈ)＋(Ｉ)) (Ｊ) 2,837,426 2,790,423

連結自己資本比率(国際統一基準)＝Ｄ／Ｊ×100(％) 12.70 13.60

(参考) Tier１比率＝Ａ／Ｊ×100(％) 11.54 12.25



単体自己資本比率(国際統一基準)

（訂正前）

＜略＞

項目
平成23年３月31日 平成24年３月31日

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目
（Tier１）

資本金 48,652 48,652

うち非累積的永久優先株 ― ―

新株式申込証拠金 ― ―

資本準備金 29,114 29,114

その他資本剰余金 ― ―

利益準備金 43,548 43,548

その他利益剰余金 198,752 210,112

その他 ― ―

自己株式(△) 165 169

自己株式申込証拠金 ― ―

社外流出予定額(△) 2,659 2,392

その他有価証券の評価差損(△) ― ―

新株予約権 ― ―

営業権相当額(△) ― ―

のれん相当額(△) ― ―

企業結合により計上される無形固定資産相当額(△) ― ―

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額(△) ― ―

期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額
（△）

3,475 2,564

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
（上記各項目の合計額）

― ―

繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

計 (Ａ) 313,766 326,301

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資
証券(注１)

― ―

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ― ―

補完的項目
（Tier２）

その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から
帳簿価額の合計額を控除した額の45％

24,650 28,704

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の
差額の45％相当額

10,671 10,538

一般貸倒引当金 82 90

適格引当金が期待損失額を上回る額 ― ―

負債性資本調達手段等 ― ―

うち永久劣後債務(注２) ― ―

うち期限付劣後債務及び期限付優先株(注３) ― ―

計 35,403 39,333

うち自己資本への算入額 (Ｂ) 35,403 39,333

控除項目 控除項目(注４) (Ｃ) 3,514 2,584

自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 345,656 363,050

リスク・
アセット等

資産(オン・バランス)項目 2,540,092 2,509,782

オフ・バランス取引等項目 65,058 50,515

信用リスク・アセットの額 (Ｅ) 2,605,150 2,560,298

オペレーショナル・リスク相当額に係る額
((Ｇ／８％))

(Ｆ) 176,680 173,930

(参考)オペレーショナル・リスク相当額 (Ｇ) 14,134 13,914

信用リスク・アセット調整額 (Ｈ) ― ―

オペレーショナル・リスク相当額調整額 (Ｉ) ― ―

計((Ｅ)＋(Ｆ)＋(Ｈ)＋(Ｉ)) (Ｊ) 2,781,831 2,734,229

単体自己資本比率(国際統一基準)＝Ｄ／Ｊ×100(％) 12.42 13.27

(参考) Tier１比率＝Ａ／Ｊ×100(％) 11.27 11.93



（訂正後）

＜略＞

項目
平成23年３月31日 平成24年３月31日

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目
（Tier１）

資本金 48,652 48,652

うち非累積的永久優先株 ― ―

新株式申込証拠金 ― ―

資本準備金 29,114 29,114

その他資本剰余金 ― ―

利益準備金 43,548 43,548

その他利益剰余金 198,752 210,112

その他 ― ―

自己株式(△) 165 169

自己株式申込証拠金 ― ―

社外流出予定額(△) 2,659 2,392

その他有価証券の評価差損(△) ― ―

新株予約権 ― ―

営業権相当額(△) ― ―

のれん相当額(△) ― ―

企業結合により計上される無形固定資産相当額(△) ― ―

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額(△) ― ―

期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額
（△）

3,712 2,802

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
（上記各項目の合計額）

― ―

繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

計 (Ａ) 313,530 326,063

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資
証券(注１)

― ―

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ― ―

補完的項目
（Tier２）

その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から
帳簿価額の合計額を控除した額の45％

24,650 28,704

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の
差額の45％相当額

10,671 10,538

一般貸倒引当金 81 89

適格引当金が期待損失額を上回る額 ― ―

負債性資本調達手段等 ― ―

うち永久劣後債務(注２) ― ―

うち期限付劣後債務及び期限付優先株(注３) ― ―

計 35,403 39,333

うち自己資本への算入額 (Ｂ) 35,403 39,333

控除項目 控除項目(注４) (Ｃ) 3,750 2,822

自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 345,182 362,573

リスク・
アセット等

資産(オン・バランス)項目 2,560,314 2,529,654

オフ・バランス取引等項目 69,185 54,259

信用リスク・アセットの額 (Ｅ) 2,629,499 2,583,913

オペレーショナル・リスク相当額に係る額
((Ｇ／８％))

(Ｆ) 176,680 173,930

(参考)オペレーショナル・リスク相当額 (Ｇ) 14,134 13,914

信用リスク・アセット調整額 (Ｈ) ― ―

オペレーショナル・リスク相当額調整額 (Ｉ) ― ―

計((Ｅ)＋(Ｆ)＋(Ｈ)＋(Ｉ)) (Ｊ) 2,806,179 2,757,844

単体自己資本比率(国際統一基準)＝Ｄ／Ｊ×100(％) 12.30 13.14

(参考) Tier１比率＝Ａ／Ｊ×100(％) 11.17 11.82



７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（財政状態に関する分析）

（３）自己資本比率

（訂正前）

連結自己資本比率は、リスク・アセットの減少に加えて利益剰余金の増加などから前期末比0.90％上昇し

13.73％となりました。

また、連結ＴｉｅｒⅠ（有価証券の含み益等を除いた正味の自己資本）比率は、前期末比0.72％上昇し12.37％

となりました。

＜略＞

（訂正後）

連結自己資本比率は、リスク・アセットの減少に加えて利益剰余金の増加などから前期末比0.90％上昇し

13.60％となりました。

また、連結ＴｉｅｒⅠ（有価証券の含み益等を除いた正味の自己資本）比率は、前期末比0.71％上昇し12.25％

となりました。

＜略＞

平成22年３月期 平成22年９月期 平成23年３月期 平成23年９月期 平成24年３月期

連結自己資本比率(％)
（国際統一基準）

12.40 13.24 12.83 13.93 13.73

平成22年３月期 平成22年９月期 平成23年３月期 平成23年９月期 平成24年３月期

連結自己資本比率(％)
（国際統一基準）

12.17 13.12 12.70 13.77 13.60



                                        (注) 宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第４項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

  (東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

  (埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

  (栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

  (大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



当行代表取締役頭取 齋藤一雄は、当行の第127期(自平成23年４月１日 至平成24年３月31日)の有価証券報告書の

訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】



                                         (注) 宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供

するものであります。

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年３月25日

【事業年度】 第126期(自平成22年４月１日 至平成23年３月31日)

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 齋 藤 一 雄

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【電話番号】 (027)252－1111(大代表)

【事務連絡者氏名】 取締役総合企画部長 金 井 祐 二

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋二丁目３番21号

株式会社群馬銀行 東京事務所

【電話番号】 (03)3271－1801(代表)

【事務連絡者氏名】 東京事務所長 茂 木 和 拡

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

(東京都中央区日本橋二丁目３番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

(埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目１番地１)

株式会社群馬銀行 宇都宮支店

(栃木県宇都宮市大通り二丁目２番１号)

株式会社群馬銀行 大阪支店

(大阪府大阪市中央区備後町四丁目１番３号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)



平成23年６月24日に提出いたしました第126期（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）有価証券報告書の記載

事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。

第一部 【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移

（２）当行の当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に係る主要な経営指標等の推移

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（自己資本比率の状況）

４ 【事業等のリスク】

（５）その他のリスク

①自己資本比率が低下するリスク

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（財政状態に関する分析）

（３）自己資本比率

１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】



訂正箇所は を付して表示しております。

第一部 【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移

(訂正前)

(訂正後)

（２）当行の当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に係る主要な経営指標等の推移

(訂正前)

(訂正後)

３ 【訂正箇所】

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

(自平成18年
４月１日

至平成19年
３月31日)

(自平成19年
４月１日

至平成20年
３月31日)

(自平成20年
４月１日

至平成21年
３月31日)

(自平成21年
４月１日

至平成22年
３月31日)

(自平成22年
４月１日

至平成23年
３月31日)

連結自己資本比率
（国際統一基準)

％ 12.13 11.89 11.26 12.40 12.83

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

(自平成18年
４月１日

至平成19年
３月31日)

(自平成19年
４月１日

至平成20年
３月31日)

(自平成20年
４月１日

至平成21年
３月31日)

(自平成21年
４月１日

至平成22年
３月31日)

(自平成22年
４月１日

至平成23年
３月31日)

連結自己資本比率
（国際統一基準)

％ 12.13 11.89 11.26 12.17 12.70

回次 第122期 第123期 第124期 第125期 第126期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

単体自己資本比率
（国際統一基準)

％ 11.88 11.60 10.92 12.01 12.42

回次 第122期 第123期 第124期 第125期 第126期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

単体自己資本比率
（国際統一基準)

％ 11.88 11.60 10.92 11.79 12.30



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（自己資本比率の状況）

（参考）

＜略＞

連結自己資本比率(国際統一基準）

（訂正前）

＜略＞

項目
平成22年３月31日 平成23年３月31日

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目
（Tier１）

資本金 48,652 48,652

うち非累積的永久優先株 ─ ―

新株式申込証拠金 ─ ―

資本剰余金 29,140 29,140

利益剰余金 238,538 247,262

自己株式(△) 777 165

自己株式申込証拠金 ─ ―

社外流出予定額(△) 1,974 2,659

その他有価証券の評価差損(△) ─ ―

為替換算調整勘定 △844 △1,099

新株予約権 ─ ―

連結子法人等の少数株主持分 6,973 8,620

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ─ ―

営業権相当額(△) ─ ―

のれん相当額(△) ─ ―
企業結合等により計上される無形固定資産相当額
（△）

─ ―

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△） ─ ―
期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額
（△）

─ 1,924

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
（上記各項目の合計額）

─ ―

繰延税金資産の控除金額（△） ─ ―

計 (Ａ) 319,709 327,826

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資
証券(注１)

─ ―

補完的項目
（Tier２）

その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額
から帳簿価額の合計額を控除した額の45％

31,301 24,646

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の
差額の45％相当額

10,676 10,671

一般貸倒引当金 1,244 982

適格引当金が期待損失額を上回る額 2,026 ―

負債性資本調達手段等 7,000 ―

うち永久劣後債務(注２) ― ―

うち期限付劣後債務及び期限付優先株(注３) 7,000 ―

計 52,248 36,300

うち自己資本への算入額 (Ｂ) 52,248 36,300

控除項目 控除項目(注４) (Ｃ) 1,078 3,057

自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 370,879 361,069

リスク・
アセット等

資産(オン・バランス)項目 2,725,944 2,566,333

オフ・バランス取引等項目 81,731 65,058

信用リスク・アセットの額 (Ｅ) 2,807,676 2,631,392

オペレーショナル・リスク相当額に係る額
((Ｇ／８％))

(Ｆ) 182,890 181,727

(参考)オペレーショナル・リスク相当額 (Ｇ) 14,631 14,538

信用リスク・アセット調整額 (Ｈ) ― ―

オペレーショナル・リスク相当額調整額 (Ｉ) ― ―

計((Ｅ)＋(Ｆ)＋(Ｈ)＋(Ｉ)) (Ｊ) 2,990,567 2,813,119

連結自己資本比率(国際統一基準)＝Ｄ／Ｊ×100(％) 12.40 12.83

(参考) Tier１比率＝Ａ／Ｊ×100(％) 10.69 11.65



（訂正後）

＜略＞

項目
平成22年３月31日 平成23年３月31日

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目
（Tier１）

資本金 48,652 48,652

うち非累積的永久優先株 ─ ―

新株式申込証拠金 ─ ―

資本剰余金 29,140 29,140

利益剰余金 238,538 247,262

自己株式(△) 777 165

自己株式申込証拠金 ─ ―

社外流出予定額(△) 1,974 2,659

その他有価証券の評価差損(△) ─ ―

為替換算調整勘定 △844 △1,099

新株予約権 ─ ―

連結子法人等の少数株主持分 6,973 8,620

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ─ ―

営業権相当額(△) ─ ―

のれん相当額(△) ─ ―

企業結合等により計上される無形固定資産相当額
（△）

─ ―

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△） ─ ―

期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額
（△）

─ 2,168

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
（上記各項目の合計額）

─ ―

繰延税金資産の控除金額（△） ─ ―

計 (Ａ) 319,709 327,583

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資
証券(注１)

─ ―

補完的項目
（Tier２）

その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額
から帳簿価額の合計額を控除した額の45％

31,301 24,646

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の
差額の45％相当額

10,676 10,671

一般貸倒引当金 1,242 982

適格引当金が期待損失額を上回る額 1,215 ―

負債性資本調達手段等 7,000 ―

うち永久劣後債務(注２) ― ―

うち期限付劣後債務及び期限付優先株(注３) 7,000 ―

計 51,436 36,299

うち自己資本への算入額 (Ｂ) 51,436 36,299

控除項目 控除項目(注４) (Ｃ) 1,078 3,301

自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 370,067 360,582

リスク・
アセット等

資産(オン・バランス)項目 2,770,852 2,586,513

オフ・バランス取引等項目 85,929 69,185

信用リスク・アセットの額 (Ｅ) 2,856,781 2,655,699

オペレーショナル・リスク相当額に係る額
((Ｇ／８％))

(Ｆ) 182,890 181,727

(参考)オペレーショナル・リスク相当額 (Ｇ) 14,631 14,538

信用リスク・アセット調整額 (Ｈ) ― ―

オペレーショナル・リスク相当額調整額 (Ｉ) ― ―

計((Ｅ)＋(Ｆ)＋(Ｈ)＋(Ｉ)) (Ｊ) 3,039,672 2,837,426

連結自己資本比率(国際統一基準)＝Ｄ／Ｊ×100(％) 12.17 12.70

(参考) Tier１比率＝Ａ／Ｊ×100(％) 10.51 11.54



単体自己資本比率(国際統一基準)

（訂正前）

＜略＞

項目
平成22年３月31日 平成23年３月31日

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目
（Tier１）

資本金 48,652 48,652

うち非累積的永久優先株 ─ ―

新株式申込証拠金 ─ ―

資本準備金 29,114 29,114

その他資本剰余金 ― ―

利益準備金 43,548 43,548

その他利益剰余金 189,541 198,752

その他 ― ―

自己株式(△) 777 165

自己株式申込証拠金 ─ ―

社外流出予定額(△) 1,974 2,659

その他有価証券の評価差損(△) ─ ―

新株予約権 ─ ―

営業権相当額(△) ─ ―

のれん相当額(△) ─ ―

企業結合により計上される無形固定資産相当額
（△）

─ ―

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△） ─ ―

期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額
（△）

957 3,475

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
（上記各項目の合計額）

─ ―

繰延税金資産の控除金額（△） ─ ―

計 (Ａ) 307,148 313,766

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資
証券(注１)

─ ―

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ― ―

補完的項目
（Tier２）

その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から
帳簿価額の合計額を控除した額の45％

31,314 24,650

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の
差額の45％相当額

10,676 10,671

一般貸倒引当金 84 82

適格引当金が期待損失額を上回る額 ― ―

負債性資本調達手段等 7,000 ―

うち永久劣後債務(注２) ― ―

うち期限付劣後債務及び期限付優先株(注３) 7,000 ―

計 49,075 35,403

うち自己資本への算入額 (Ｂ) 49,075 35,403

控除項目 控除項目(注４) (Ｃ) 975 3,514

自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 355,248 345,656

リスク・
アセット等

資産(オン・バランス)項目 2,697,591 2,540,092

オフ・バランス取引等項目 81,731 65,058

信用リスク・アセットの額 (Ｅ) 2,779,323 2,605,150

オペレーショナル・リスク相当額に係る額
((Ｇ／８％))

(Ｆ) 178,255 176,680

(参考)オペレーショナル・リスク相当額 (Ｇ) 14,260 14,134

信用リスク・アセット調整額 (Ｈ) ― ―

オペレーショナル・リスク相当額調整額 (Ｉ) ― ―

計((Ｅ)＋(Ｆ)＋(Ｈ)＋(Ｉ)) (Ｊ) 2,957,578 2,781,831

単体自己資本比率(国際統一基準)＝Ｄ／Ｊ×100(％) 12.01 12.42

(参考) Tier１比率＝Ａ／Ｊ×100(％) 10.38 11.27



（訂正後）

＜略＞

項目
平成22年３月31日 平成23年３月31日

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目
（Tier１）

資本金 48,652 48,652

うち非累積的永久優先株 ─ ―

新株式申込証拠金 ─ ―

資本準備金 29,114 29,114

その他資本剰余金 ― ―

利益準備金 43,548 43,548

その他利益剰余金 189,541 198,752

その他 ― ―

自己株式(△) 777 165

自己株式申込証拠金 ─ ―

社外流出予定額(△) 1,974 2,659

その他有価証券の評価差損(△) ─ ―

新株予約権 ─ ―

営業権相当額(△) ─ ―

のれん相当額(△) ─ ―

企業結合により計上される無形固定資産相当額
（△）

─ ―

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△） ─ ―

期待損失額が適格引当金を上回る額の50％相当額
（△）

1,334 3,712

繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
（上記各項目の合計額）

─ ―

繰延税金資産の控除金額（△） ─ ―

計 (Ａ) 306,771 313,530

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資
証券(注１)

─ ―

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ― ―

補完的項目
（Tier２）

その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から
帳簿価額の合計額を控除した額の45％

31,314 24,650

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の
差額の45％相当額

10,676 10,671

一般貸倒引当金 82 81

適格引当金が期待損失額を上回る額 ― ―

負債性資本調達手段等 7,000 ―

うち永久劣後債務(注２) ― ―

うち期限付劣後債務及び期限付優先株(注３) 7,000 ―

計 49,074 35,403

うち自己資本への算入額 (Ｂ) 49,074 35,403

控除項目 控除項目(注４) (Ｃ) 1,352 3,750

自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 354,493 345,182

リスク・
アセット等

資産(オン・バランス)項目 2,742,498 2,560,314

オフ・バランス取引等項目 85,929 69,185

信用リスク・アセットの額 (Ｅ) 2,828,427 2,629,499

オペレーショナル・リスク相当額に係る額
((Ｇ／８％))

(Ｆ) 178,255 176,680

(参考)オペレーショナル・リスク相当額 (Ｇ) 14,260 14,134

信用リスク・アセット調整額 (Ｈ) ― ―

オペレーショナル・リスク相当額調整額 (Ｉ) ― ―

計((Ｅ)＋(Ｆ)＋(Ｈ)＋(Ｉ)) (Ｊ) 3,006,683 2,806,179

単体自己資本比率(国際統一基準)＝Ｄ／Ｊ×100(％) 11.79 12.30

(参考) Tier１比率＝Ａ／Ｊ×100(％) 10.20 11.17



４ 【事業等のリスク】

（５）その他のリスク

①自己資本比率が低下するリスク

（訂正前）

当行は海外営業拠点を有しておりますので、国際統一基準である８％以上の自己資本比率が求められておりま

す。仮に自己資本比率が８％を下回った場合には、金融庁長官から、業務の全部または一部の停止等を含むさまざ

まな命令を受けることとなります。平成23年３月31日現在、当行の連結自己資本比率は12.83％、単体自己資本比率

は12.42％であり、８％を大幅に上回る水準にありますが、当行の自己資本比率に与える影響は以下のものなどがあ

り、これらにより自己資本比率が低下することもあります。

＜略＞

（訂正後）

当行は海外営業拠点を有しておりますので、国際統一基準である８％以上の自己資本比率が求められておりま

す。仮に自己資本比率が８％を下回った場合には、金融庁長官から、業務の全部または一部の停止等を含むさまざ

まな命令を受けることとなります。平成23年３月31日現在、当行の連結自己資本比率は12.70％、単体自己資本比率

は12.30％であり、８％を大幅に上回る水準にありますが、当行の自己資本比率に与える影響は以下のものなどがあ

り、これらにより自己資本比率が低下することもあります。

＜略＞

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（財政状態に関する分析）

（３）自己資本比率

（訂正前）

連結自己資本比率は、リスク・アセットの減少に加えて利益剰余金の増加などから前年同期末比0.43％上昇し

12.83％となりました。

また、連結ＴｉｅｒⅠ（有価証券の含み益等を除いた正味の自己資本）比率は、前年同期末比0.96％上昇し

11.65％となりました。

なお、信用リスク・アセットの額の算出は、平成21年９月期までは「標準的手法」を、平成22年３月期からは

「基礎的内部格付手法（ＦＩＲＢ）」を採用しております。

＜略＞

（訂正後）

連結自己資本比率は、リスク・アセットの減少に加えて利益剰余金の増加などから前年同期末比0.53％上昇し

12.70％となりました。

また、連結ＴｉｅｒⅠ（有価証券の含み益等を除いた正味の自己資本）比率は、前年同期末比1.03％上昇し

11.54％となりました。

なお、信用リスク・アセットの額の算出は、平成21年９月期までは「標準的手法」を、平成22年３月期からは

「基礎的内部格付手法（ＦＩＲＢ）」を採用しております。

＜略＞

平成21年３月期 平成21年９月期 平成22年３月期 平成22年９月期 平成23年３月期

連結自己資本比率(％)
（国際統一基準）

11.26 12.07 12.40 13.24 12.83

平成21年３月期 平成21年９月期 平成22年３月期 平成22年９月期 平成23年３月期

連結自己資本比率(％)
（国際統一基準）

11.26 12.07 12.17 13.12 12.70



                                       (注) 宇都宮支店及び大阪支店は、金融商品取引法の規定による縦覧

に供する場所ではありませんが、投資者の便宜のためを縦覧に

供するものであります。
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当行代表取締役頭取 齋藤一雄は、当行の第126期(自平成22年４月１日 至平成23年３月31日)の有価証券報告書の

訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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